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年 頭 所 感

明けましておめでとうございます。
会員の皆様におかれましては、健やかに新年をお

迎えになられたこととお慶び申し上げます。
本年の干支は、「乙巳（きのとみ）」です。「乙巳」

は、「努力を重ね、物事を安定させていく」という
意味合いを有するようです。また、「巳（へび）」は
ギリシャ神話に登場する医術の神・アスクレピオス
が持つ杖に巻き付いていたとして、日本医師会を始
め医療関係団体のロゴに広く採用されており、巳年
は医療と所縁のある年とも言えます。

会員の先生方からのご支持により、私が率いる執
行部は昨年６月に２期目を迎えました。本年も引き
続き、我が国の世界に冠たる国民皆保険制度を堅持
するため、努力を重ねてまいります。

組織強化につきましては、私が日本医師会長に就
任して以来、力を入れて取り組んでまいりました。
その結果、昨年７月末には初めて会員数が17万７千
名を突破しました。ご協力いただいた全国の医師会
の先生方には改めて深く感謝申し上げます。

この組織強化の一環として、新たに日本医師会会
員情報管理システム「MAMIS」（マミス）を構築い
たしました。昨年10月から地域医師会への導入が順
次始まっており、12月末までに全国の医師会に導入
されております。これにより、これまで書類で行っ
てきた入会・異動等の手続きをWeb上で行えるよ
うになり、負担が軽減されます。従来は異動時の手
続きの煩雑さが退会検討理由の一つになっておりま
したが、この課題はMAMISの導入で解消に向かう
ものと考えております。

医師会の組織強化の眼目は、現場に根差した提言
をしっかりと医療政策の決定プロセスに反映させて
いく中で、医師の診療・生活を支援し、国民の生命
と健康を守ることにあります。対外的にも医師会の
プレゼンスを一段と高められるよう、日本医師会は
引き続き組織強化に努めてまいります。

昨年10月に行われた衆議院議員選挙において、与党
が過半数割れとなり、不安定な状態となっております。

ご高承のとおり、本年７月には参議院議員選挙が
予定されております。

日本医師連盟は、本会の釜萢敏副会長を組織内候
補として擁立することを決定しております。釜萢先
生は、６期11年にわたり日本医師会の常任理事・副
会長として、看護職の養成や新型コロナウイルス感
染症対応など、幅広い業務を担当され、医師会業務
に精通しておられます。また、政治に対する造詣も
深い釜萢先生は、地域医療に携わり、地域医療が抱
える課題にしっかりと取り組んでおられるだけでは
なく、幅広い人脈を持ち、さらに今後、新たな人脈
を築いていかれるであろうことから、余人をもって
代え難い存在です。釜萢先生の政治活動を全力で応
援してまいりますので、会員の先生方におかれまし
てもご支援を賜りたく存じます。

本年は令和８年度診療報酬改定の議論が本格化い
たします。

少子高齢化が進む日本において、地方では特に人
口減少が激しい上、昨今の急激な人件費の増加、食
材料費の高騰などもあいまって、現在の医療機関の
経営状況は非常に厳しく、地域の医療が崩壊しかね
ません。このままでは人材確保がさらに難しくなり、
国民に適切な医療を提供できなくなってしまいます。

また、医療等は、公定価格で運営されており、コ
スト増加分を価格に転嫁することができません。人
材も他産業に流出し続けるなど、地域医療が崩壊し
かねない、正に、危急存亡の状況です。

国民が必要な医療を受けることができる地域医療
の確保のため、賃金上昇、物価高騰等に直面する医
療機関の経営の現状について分析を行い、政府・与
党にしっかりと働きかけるとともに、医療機関の経
営の安定化に向け取り組んでまいります。

また、出産費用につきましても、しっかりと対応
してまいります。

医療DXにつきましては、その入口となるマイナ
保険証によるオンライン資格確認を基本としていく
との国の方針に則って、昨年12月に健康保険証の新
規発行が終了いたしました。これを受けて、マイナ
保険証がなければ保険診療が受けられなくなるので
はないかという懸念が一部で生じているようです
が、それは大きな誤解です。日本医師会は、「国民
も医療者も誰一人、日本の医療制度から取り残さな
い」ことが医療DXを適切に進めるための大前提で
あると強く主張してまいりました。その甲斐もあっ
て、マイナ保険証を所持していない方には、従来の
健康保険証に相当する資格確認書が自動的に発行さ
れるなど、この大前提に従った対応が取られており
ます。日本医師会としても、マイナ保険証の普及に
引き続き努めるとともに、資格確認書でも保険診療
が受けられる旨の周知を図ってまいります。

医師偏在対策につきましては、一つの手段で解決
するような「魔法の杖」は存在せず、様々な手段を
駆使して複合的に対応する必要があります。一つの
施策で対応すると大ナタを振るうこととなり、地域
医療が崩壊しかねません。また、若い世代だけでな
く、全ての世代の医師が地域偏在に対応しなければ
なりません。今後、未曽有の超高齢・人口減少社会
を迎える中、将来の医療を担う若手医師の声を傾聴
していくことも重要です。

昨年８月に医師偏在に対する日本医師会の考え方
を公表いたしました。そのうち、令和６年度補正予
算でリカレント教育と広域マッチング事業に対し
て、日本医師会の提言通りの対応がなされましたが、
令和７年度予算等でも引き続き医師偏在対策への対
応がなされるよう、全力で取り組んでまいります。

また、本年４月より、かかりつけ医機能報告制度
が施行され、地域における面としてのかかりつけ医
機能のさらなる発揮に向けた取り組みが始まりま
す。地域を面で支えるため、多くの医療機関に手を
挙げて参画いただきたいと考えております。日本医
師会としてもかかりつけ医機能報告制度を見据え、
研修の充実等を図ってまいります。

その他にも医薬品の安定供給、2040年頃を見据え
た新たな地域医療構想の検討、医師の働き方改革へ
の対応、自由診療の適切な運用など、医療界には取
り組むべき課題が山積しております。

本年も日本医師会は、医療界の総力を結集し、い
わば「常山の蛇勢」で、攻めるところは攻め、守る
ところは守る、攻防一体の活動を進めてまいります。

新しい年が会員の先生方お一人お一人にとって充
実した幸多き年となりますことを祈念申し上げ、年
頭に当たってのごあいさつといたします。

本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。
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